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毎週火曜・金曜日発行� ○印は長崎県例規集に登載するもの

◎　告　示� 所管課（室）名　

　・道路の区域変更� 道 路 維 持 課

　・道路の供用開始� 〃

◎　公　告

　・漁船損害等補償法に基づく発起の届出及び指定漁船調書の縦覧� 漁 業 振 興 課

　・県営土地改良事業計画の決定（２件）� 農 村 整 備 課

　・測量の実施� 建 設 企 画 課

　・測量の終了� 〃

◎　長崎県病院企業団条例

　・長崎県病院企業団病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例� 長崎県病院企業団

　・刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例� 〃

長崎県告示第49号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のとおり変更した。

　なお、その関係図面は、県土木部道路維持課及び県北振興局大瀬戸土木維持管理事務所において告示の日から

２週間、一般の縦覧に供する。

　　令和７年２月４日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

道路の種類　主要地方道

路　線　名　西彼太田和港線

道路の区域

区　　　　　　　間
区域変更

前後の別

敷地の幅員

（メートル）

延　　　長

（メートル）
備　考

西海市西海町川内郷字濱1126番１地先から

西海市西海町川内郷字濱1126番２地先まで

前 8.8～10.5 28.1

後 13.4～20.2 28.1

長崎県告示第50号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のとおり開始する。

　なお、その関係図面は、県土木部道路維持課及び県北振興局大瀬戸土木維持管理事務所において告示の日から

２週間、一般の縦覧に供する。

　　令和７年２月４日

　　　　目　　　　　次

　　　　告　　　　　示
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� 長崎県知事　大石　賢吾　

道路の種類及び路線名 供用開始の区間 供用開始年月日

主要地方道

西彼太田和港線

西海市西海町川内郷字濱1100番２地先から

西海市西海町川内郷字濱1126番２地先まで
令和７年２月４日

　　　漁船損害等補償法に基づく発起の届出及び指定漁船調書の縦覧（公告）

　漁船損害等補償法（昭和27年法律第28号）第112条第１項の規定による同意を求めるため、漁船損害等補償法

施行令（昭和27年政令第68号）第５条第１項の規定により次の１のとおり事前届出があった。

　なお、届出に係る指定漁船調書を次の２のとおり縦覧に供する。

　　令和７年２月４日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

１　届出事項

　⑴　発起人の住所及び氏名

　　　長崎県南松浦郡新上五島町奈摩郷1328番地５

　　　古木　富男

　　　長崎県南松浦郡新上五島町道土井郷307番地

　　　川渕　義満

　⑵　加入区

　　　上五島町加入区

　⑶　漁船損害等補償法第113条第１項の申出をする漁業協同組合の名称

　　　上五島町漁業協同組合

２　指定漁船調書の縦覧

　⑴　縦覧期間

　　　公告の日から15日間

　⑵　縦覧場所

　　　長崎県南松浦郡新上五島町青方郷2273番地

　　　上五島町漁業協同組合

　　　県営土地改良事業計画の決定（公告）

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第87条第１項の規定に基づき、県営農村地域防災減災事業（防災重点農

業用ため池緊急整備事業）沖ノ尾地区につき土地改良事業計画を定めたので、同条第５項の規定により公告し、

土地改良事業計画書の写しを次のとおり縦覧に供する。

　なお、この計画については、同条第６項の規定に基づき、縦覧期間満了の日の翌日から起算して15日以内に長

崎県知事に審査請求をすることができる。

　また、この計画については、上記審査請求のほか、この計画が定められたことを知った日の翌日から起算して

６か月以内（上記審査請求をした場合は、この審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算し

て６か月以内）に、長崎県（知事が被告の代表者となる。）を被告として、この計画の取消しの訴えを提起する

ことができる。

　　令和７年２月４日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

１　縦覧に供すべき書類の名称

　　農村地域防災減災事業（防災重点農業用ため池緊急整備事業）

　　土地改良事業計画書　沖ノ尾地区

２　縦覧期間

　　令和７年２月４日から令和７年２月24日まで

　　　　公　　　　　告
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３　縦覧場所

　　平　　日：南島原市役所農林水産部農村整備課（有家庁舎）

　　　　　　　南島原市役所口之津支所

　　土日祝日：南島原市役所有家庁舎宿直室

　　　　　　　南島原市役所口之津支所宿直室

　　　県営土地改良事業計画の決定（公告）

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第87条第１項の規定に基づき、県営農村地域防災減災事業（防災重点農

業用ため池緊急整備事業）大久保地区につき土地改良事業計画を定めたので、同条第５項の規定により公告し、

土地改良事業計画書の写しを次のとおり縦覧に供する。

　なお、この計画については、同条第６項の規定に基づき、縦覧期間満了の日の翌日から起算して15日以内に長

崎県知事に審査請求をすることができる。

　また、この計画については、上記審査請求のほか、この計画が定められたことを知った日の翌日から起算して

６か月以内（上記審査請求をした場合は、この審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算し

て６か月以内）に、長崎県（知事が被告の代表者となる。）を被告として、この計画の取消しの訴えを提起する

ことができる。

　　令和７年２月４日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

１　縦覧に供すべき書類の名称

　　農村地域防災減災事業（防災重点農業用ため池緊急整備事業）

　　土地改良事業計画書　大久保地区

２　縦覧期間

　　令和７年２月４日から令和７年２月24日まで

３　縦覧場所

　　平　　日：雲仙市役所　本庁舎　農漁村整備課

　　　　　　　雲仙市役所　国見総合支所　地域振興課

　　土日祝日：雲仙市役所　本庁舎　当直室

　　　　　　　雲仙市役所　国見総合支所　当直室

　　　測量の実施（公告）

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条の規定において準用する同法第14条第１項の規定により、五島振興局

上五島支所長から公共測量（基準点測量）を次のとおり実施する旨の通知があった。

　　令和７年２月４日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

公共測量実施の地域及び期間

地　　　　　域 期　　　間

新上五島町　間伏郷
令和７年１月31日から

令和７年３月25日まで

　　　測量の終了（公告）

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条の規定において準用する同法第14条第２項の規定により、対馬振興局

長から公共測量（基準点測量、地形測量）を次のとおり終了した旨の通知があった。

　　令和７年２月４日

� 長崎県知事　大石　賢吾　

公共測量終了の地域及び終了日

地　　　　　域 終　了　日
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対馬市　上県町　佐須奈 令和７年１月17日

　長崎県病院企業団病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

　　令和７年２月４日

� 長崎県病院企業団企業長　八橋　弘　

長崎県病院企業団条例第１号

　　　長崎県病院企業団病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例

　長崎県病院企業団病院事業の設置等に関する条例（平成21年長崎県病院企業団条例第１号）の一部を次のよう

に改正する。

　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

別表第１（第３条関係）

第１欄

（名称）

第２欄

（位置）

第３欄

（診療科目）

第４欄

（病床数）

第５欄

（病院に

併設する

施設）

第６欄

（附属診

療所）

長崎県

精神医療

センター

略

長崎県

島原病院

島原市 内科、呼吸

器内科、消

化器内科、

循 環 器 内

科、血液内

科、 小 児

科、外科、

整形外科、

脳 神 経 外

科、 皮 膚

科、泌尿器

科、眼科、

耳鼻いんこ

う科、リハ

ビ リ テ ー

ション科、

放射線科、

病 理 診 断

科、臨床検

査科、麻酔

科

207床

長崎県

五島中央

病院

略

長崎県

富江病院

略

長崎県

上五島病

院

略

別表第１（第３条関係）

第１欄

（名称）

第２欄

（位置）

第３欄

（診療科目）

第４欄

（病床数）

第５欄

（病院に

併設する

施設）

第６欄

（附属診

療所）

長崎県

精神医療

センター

略

長崎県

島原病院

島原市 内科、呼吸

器内科、消

化器内科、

循 環 器 内

科、血液内

科、 小 児

科、外科、

整形外科、

脳 神 経 外

科、 皮 膚

科、泌尿器

科、眼科、

耳鼻いんこ

う科、リハ

ビ リ テ ー

ション科、

放射線科、

病 理 診 断

科、麻酔科

254床

長崎県

五島中央

病院

略

長崎県

富江病院

略

長崎県

上五島病

院

略

　　　　長崎県病院企業団条例
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長崎県

対馬病院

略

長崎県

上対馬病

院

略

長崎県

壱岐病院

略

長崎県

対馬病院

略

長崎県

上対馬病

院

略

長崎県

壱岐病院

略

　　　附　則

　この条例は、令和７年１月１日から施行する。

　刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例をここに公布する。

　　令和７年２月４日

� 長崎県病院企業団企業長　八橋　弘　

長崎県病院企業団条例第２号

　　　刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例

　（長崎県病院企業団個人情報の保護に関する法律施行条例の一部改正）

第�１条　長崎県病院企業団個人情報の保護に関する法律施行条例（令和５年長崎県病院企業団条例第３号）の一

部を次のように改正する。

　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

　（罰則）

第�16条　第７条第５項の規定に違反して秘密を漏らした者

は、１年以下の拘禁刑又は50万円以下の罰金に処する。

　　　附　則

第�６条　附則第２条第１項各号に掲げる者が、正当な理由が

ないのに、施行日前において旧実施機関が保有していた個

人の秘密に属する事項が記録された旧条例第２条第５号に

規定する公文書であって、個人の氏名、生年月日その他の

記述等により当該個人を容易に検索することができるよう

に体系的に構成されたもの（その全部又は一部を複製し、

又は加工したものを含む。）を施行日以降に提供したとき

は、２年以下の拘禁刑又は100万円以下の罰金に処する。

第�７条　附則第２条第１項各号に掲げる者が、正当な理由が

ないのに、施行日前において旧実施機関が保有していた個

人の秘密に属する事項が記録された旧条例第２条第５号に

規定する公文書（その全部又は一部を複製し、又は加工し

たものを含み、前条に規定するものを除く。）を施行日以

降に提供したときは、１年以下の拘禁刑又は50万円以下の

罰金に処する。

第�８条　附則第２条第１項各号に掲げる者が、その業務に関

して知り得た施行日前において旧実施機関が保有していた

旧条例第２条第６号に規定する保有個人情報を施行日以降

に自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で提供し、

又は盗用したときは、１年以下の拘禁刑又は50万円以下の

罰金に処する。

第�９条　附則第４条の規定によりなお従前の例によることと

された義務に違反して秘密を漏らした者は、１年以下の拘

禁刑又は50万円以下の罰金に処する。

　（罰則）

第�16条　第７条第５項の規定に違反して秘密を漏らした者

は、１年以下の懲役又は50万円以下の罰金に処する。

　　　附　則

第�６条　附則第２条第１項各号に掲げる者が、正当な理由が

ないのに、施行日前において旧実施機関が保有していた個

人の秘密に属する事項が記録された旧条例第２条第５号に

規定する公文書であって、個人の氏名、生年月日その他の

記述等により当該個人を容易に検索することができるよう

に体系的に構成されたもの（その全部又は一部を複製し、

又は加工したものを含む。）を施行日以降に提供したとき

は、２年以下の懲役又は100万円以下の罰金に処する。

第�７条　附則第２条第１項各号に掲げる者が、正当な理由が

ないのに、施行日前において旧実施機関が保有していた個

人の秘密に属する事項が記録された旧条例第２条第５号に

規定する公文書（その全部又は一部を複製し、又は加工し

たものを含み、前条に規定するものを除く。）を施行日以

降に提供したときは、１年以下の懲役又は50万円以下の罰

金に処する。

第�８条　附則第２条第１項各号に掲げる者が、その業務に関

して知り得た施行日前において旧実施機関が保有していた

旧条例第２条第６号に規定する保有個人情報を施行日以降

に自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で提供し、

又は盗用したときは、１年以下の懲役又は50万円以下の罰

金に処する。

第�９条　附則第４条の規定によりなお従前の例によることと

された義務に違反して秘密を漏らした者は、１年以下の懲

役又は50万円以下の罰金に処する。

　（長崎県病院企業団職員の分限に関する手続及び効果に関する条例の一部改正）

第�２条　長崎県病院企業団職員の分限に関する手続及び効果に関する条例（平成21年長崎県病院企業団条例第９

号）の一部を次のように改正する。
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　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

　（失職の例外）

第�５条　企業長は、公務遂行中の過失による事故により、拘

禁刑に処せられ、その刑の執行を猶予された職員につい

て、情状によりその職を失わないものとすることができ

る。

２　略

　（失職の例外）

第�５条　企業長は、公務遂行中の過失による事故により、禁

こ以上の刑に処せられ、その刑の執行を猶予された職員に

ついて、情状によりその職を失わないものとすることがで

きる。

２　略

　（長崎県病院企業団議会の保有する個人情報の保護に関する条例の一部改正）

第�３条　長崎県病院企業団議会の保有する個人情報の保護に関する条例（令和５年長崎県病院企業団条例第４

号）の一部を次のように改正する。

　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

　（罰則）

第�53条　職員若しくは職員であった者、第９条第２項若しく

は第15条第５項の委託を受けた業務に従事している者若し

くは従事していた者又は議会において個人情報、仮名加工

情報若しくは匿名加工情報の取扱いに従事している派遣労

働者若しくは従事していた派遣労働者が、正当な理由がな

いのに、個人の秘密に属する事項が記録された第２条第５

項第１号に係る個人情報ファイル（その全部又は一部を複

製し、又は加工したものを含む。）を提供したときは、２

年以下の拘禁刑又は100万円以下の罰金に処する。

第�54条　前条に規定する者が、その業務に関して知り得た保

有個人情報を自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的

で提供し、又は盗用したときは、１年以下の拘禁刑又は50

万円以下の罰金に処する。

第�55条　職員がその職権を濫用して、専らその職務の用以外

の用に供する目的で個人の秘密に属する事項が記録された

文書、図画又は電磁的記録を収集したときは、１年以下の

拘禁刑又は50万円以下の罰金に処する。

　（罰則）

第�53条　職員若しくは職員であった者、第９条第２項若しく

は第15条第５項の委託を受けた業務に従事している者若し

くは従事していた者又は議会において個人情報、仮名加工

情報若しくは匿名加工情報の取扱いに従事している派遣労

働者若しくは従事していた派遣労働者が、正当な理由がな

いのに、個人の秘密に属する事項が記録された第２条第５

項第１号に係る個人情報ファイル（その全部又は一部を複

製し、又は加工したものを含む。）を提供したときは、２

年以下の懲役又は100万円以下の罰金に処する。

第�54条　前条に規定する者が、その業務に関して知り得た保

有個人情報を自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的

で提供し、又は盗用したときは、１年以下の懲役又は50万

円以下の罰金に処する。

第�55条　職員がその職権を濫用して、専らその職務の用以外

の用に供する目的で個人の秘密に属する事項が記録された

文書、図画又は電磁的記録を収集したときは、１年以下の

懲役又は50万円以下の罰金に処する。

　（罰則の適用等に関する経過措置）

第４条　この条例の施行前にした行為の処罰については、なお従前の例による。

２�　この条例の施行後にした行為に対して、他の条例の規定によりなお従前の例によることとされ、なお効力を

有することとされ又は改正前若しくは廃止前の条例の規定の例によることとされる罰則を適用する場合におい

て、当該罰則に定める刑に刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律第67号。以下「刑法等一部改正法」と

いう。）第２条の規定による改正前の刑法（明治40年法律第45号。以下この項において「旧刑法」という。）第

12条に規定する懲役（以下「懲役」という。）（有期のものに限る。以下この項において同じ。）、旧刑法第13条

に規定する禁錮（以下「禁錮」という。）（有期のものに限る。以下この項において同じ。）又は旧刑法第16条

に規定する拘留（以下「旧拘留」という。）が含まれるときは、当該刑のうち懲役又は禁錮はそれぞれその刑

と長期及び短期を同じくする有期拘禁刑と、旧拘留は長期及び短期を同じくする拘留とする。

　（人の資格に関する経過措置）

第�５条　拘禁刑又は拘留に処せられた者に係る他の条例の規定によりなお従前の例によることとされ、なお効力

を有することとされ又は改正前若しくは廃止前の条例の規定の例によることとされる人の資格に関する法令の

規定の適用については、無期拘禁刑に処せられた者は無期禁錮、無期禁こ、無期禁固又は無期懲役に処せられ

た者と、有期拘禁刑に処せられた者は刑期を同じくする有期禁錮、有期禁こ、有期禁固又は有期懲役に処せら

れた者と、拘留に処せられた者は刑期を同じくする旧拘留に処せられた者とみなす。

　（経過措置の規則への委任）

第６条　この条例に定めるもののほか、刑法等一部改正法の施行に伴い必要な経過措置は、規則で定める。

　　　附　則

　この条例は、令和７年６月１日から施行する。
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